
1 

 

2026/2/26   

代表質問（26/2/26稿、答弁込み） 

日本共産党 福田雅彦 

 

３．実行計画（令和８年度版）策定及び令和８年度予算編成の基本方針につ

いて  

（１）物価高騰から市民の暮らしを守る市政について 

年度の実行計画と予算編成を行うにあたり、出発点となる現状の分析、中

でも市原市民を取り巻く経済状況をどのように認識するかは重要なポイント

になると考えます。 

令和８年度の実行計画策定及び予算編成の基本方針において、本市を取り

巻く状況の中の「経済情勢」は、国の「令和７年度内閣府年央試算」が引用

されています。その記述を見ますと、 

「実質経済成長率や輸出、設備投資等は伸びが高まり、実質賃金や個人消費

も緩やかに増加する見通し。一方、物価上昇の継続が消費者マインドを下振

れさせ、個人消費に影響を及ぼすことが懸念されている。」としています。 

ポイントを要約しますと、 

① 実質賃金は増加する見通しだが、②物価上昇が続き、個人消費に影響を及

ぼすことが懸念される。 

 

民間の二つの調査結果を紹介します。 

第一生命研究所の昨年 12月の報告によりますと 

「2025年 10月の厚生労働省発表の毎月

勤労統計では、名目賃金から物価変動 の影

響を除いた実質賃金は同▲0.7％（25年９

月：同▲1.3％）と 10ヵ月連続で減少して

いる」とし、 

今後も「賃金の伸びが物価上昇に追い付か

ない状況が継続」とされています。 
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二つめの民間金融機関調査結果。みずほ銀行

の関連会社、みずほリサーチ＆テクノロジー

社は、家計と物価高騰について、「家計の重

石となる物価高騰」として 2025年３月に調

査報告しています。 

「とりわけ、米 や電気代、食料工業製品

といった必需品（生鮮食品を含む）の物価上

昇が顕著だ。」とし、 

2025年１月前年比で消費者物価上昇として

６％という数値を示しています。 

 

 

また、物価上昇が家計の支出に与える影響を

みています。生鮮食料品などを除いた 2025

年度の消費者物価指数見通しを（+2.4%）と

して、 家計の支出負担増額を試算すると、

2025年度は約＋8.7万円の負担増となる計

算だ（左表）。」 

としています。 

 

 

質問１  

実行計画策定及び予算編成の基本方針における、 

本市を取り巻く状況の中の「経済情勢」において、 

 市内における経済状況、市民の暮らしぶりを 

より深く見る必要があると考えます。当局の見解を伺います。 

 

＜答弁＞ 

経済状況の把握について、お答えいたします。 

変化の激しい社会経済情勢におきまして、きめ細かな施策展開につなげる

ためには、国における経済情勢に加えまして、市内の経済状況や市民の生活

実態を的確に把握することが重要と考えております。 

 



3 

 

このため、新たな総合計画を見据え、大胆な施策の強化や事業の立案・再

構築につなげるための｢変革と創造｣の方向性を示す市の経営方針である｢変

革方針２０２５｣におきましては、「人口減少や物価高騰などの影響により変

化する市民生活実態やニーズを捉えた対応が必要」との考えも示しておりま

す。 

このような考えに基づき、各部門におきましては国県や民間の最新データ

の活用をはじめ、アンケートの実施や対話の実践などにより、市内の経済状

況や市民の生活実態の把握を行い、施策の強化や事業の立案・再構築に活か

しているところであり、引き続き、きめ細かな情報把握に努めてまいりま

す。 

 

＜再質問＞ 

きめ細かな経済状況の把握について資料として発出しているのか伺いたい。 

 

＜答弁＞ 

資料としては発出されておりませんが、例えば、毎年度２回、市の産業支

援センターにおきまして、市内約２，３００の事業所を対象に、地域経済動

向調査を行っておりまして、これは公表はされております。 

その他にも、例えば、今回の施策ですと介護人材確保のための介護事業所

への現場での働く人を対象としたアンケートですとか聞き取りを行いまし

て、そうしたものも今回の施策強化につなげているところで、これは、公表

はしておりませんが、そうしたことも行っております。 

 

 

 

当会派は市議団ホームぺージ上で、市民要望アンケートを昨年前半に行い

ました。 

物価高騰ももとであなたの暮らしはいかがですか？の問いに対して 

「やや悪くなった」が 29％、「悪くなった」62％で合わせて 91％の方が、

暮らしぶりが悪くなったと回答されています。 

また、「あなたが今不安、不満に感じていることについて」として質問し

ました。 

各種料金の値上げ、経営上の問題、労働者における賃金、学生に関わる奨
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学金等を示した約 20項目に関して、制限なしでの選択していただきまし

た。 

その結果として多く選択された上位５件を見ると 

① 食糧品・生活必需品の相次ぐ値上げ（全体の 93.7%の方が同意）、 

② 光熱費・上下水道・通信費が高い（同 82.3%） 

③ 国保料・介護保険料・医療費が重い（58.2%） 

④ 住民税などの税金が高い（54.4%） 

⑤ 年金の減額が続き不安（50.6%） 

 

物価高騰の中で生活に喘ぐ市民の暮らしぶりが反映していると思います。 

その中で市政と関わる、国保料や介護保険料、下水道料金の引上げに関し

て、今回のアンケートの上位２、３位を占めました。 

 

私が議員になった３年前から市に関わる各種料金の引上げを纏めました。 
 

議会 主な各種料金引上げ 

2024年 ３月 国保料、介護保険料 

2025年 ３月 国保料、下水道料金 

12月 し尿及び浄化槽汚泥に係る一般廃棄物処理手数料 

2026年 ３月 国保料、ごみ処理手数料、市水料金 

 

 

質問２ 

当会派のアンケート結果からもまた分かるように、市民は物価高騰の中で

の生活において困難な状況が続いています。各種公共料金の引き上げは生活

に直接影響してきます。 

世界情勢や国の政策にも関連し、物価高騰が今後も続き市民の負担が増加

すると考えられます。 

地方自治体は市民の暮らしを守ることが基本と考えます。当局の見解を伺

います。 
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＜答弁＞ 

昨今の物価高騰は、不安定な国際情勢や円安などによる原材料価格の高騰

に加え、生産年齢人口が減少し、人手不足が進んだことによる人件費の上昇

といった、複数の要因が重なり合い生じているものと捉えております。 

このような構造的な物価高騰から市民の生活を守るためには、短期的な視

点での経済対策に加え、中長期的な視点から、地域経済の稼ぐ力を高め、市

民の雇用と所得を安定させることが重要であると考えております。 

短期的な視点での経済対策としましては、子育て世帯、高齢者、低所得者

などの物価高騰の影響を受けやすい方に対しては、スピード感を持って必要

な対策を講じることが重要であり、令和８年度においては、子育て世帯への

物価高騰の影響を軽減するため、引き続き、学校給食の材料費高騰分を市が

負担するとともに、民間保育所等の食材高騰分の補助や就学援助制度の拡充

などを実施してまいります。 

また、食料品の価格高騰を踏まえ、家計の負担軽減を図るため、全市民を

対象とした、1人当たり 4,000円のプリペイドカードの給付を行うなど、国

や県の経済対策とも連動を図り、重層的かつ機動的な対策を講じてまいりま

す。 

一方、中長期的な視点からは、臨海部企業の競争力強化や、中小零細企業

の経営基盤強化に向けた支援拡充に取り組むとともに、起業・創業の促進に

よる新たな産業の創出や、農業の活性化などにより、雇用や所得の安定に資

する持続可能な地域経済に向けた施策を強化してまいります。 

 

＜答弁後＞ 

実行計画（令和８年度版）策定及び令和８年度予算編成の基本方針の中の  

「第２ 実行計画策定及び予算編成上の留意点」における 

 ５．歳出の抑制、 

６．特別・企業会計の経営改善と自立化 

とあります。これら留意点に基づき、国保料、介護保険料、上下水道料金

の引上げがなされていると考えます。 

中でも、６．特別・企業会計の経営改善と自立化における 

「一般会計からの繰入金は基準額以内を原則とする」 

「独立採算制が原則であることを踏まえ、使用料や保険料の適正化に努め

る」 
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のこれらの点について見直しを要望します。 

物価高騰から市民の暮らしを守るということを市政に要望します。 

 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


